
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) ▲ 417 ▲ 1,249 ▲ 1,311 -

※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合
がある。

防災科学技術研究所の施設・設備の老朽化対策に伴う増。
重要政策推進枠　1,392百万円

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

早期避難や警戒態勢の構築等の防災・減災対策の高度化に貢献することを目的として行っている、大規模災害に対する観測・予測研究を一層充実したものにするべく、地震観測
網の維持・更新、火山観測網の整備、ゲリラ豪雨等の早期予測のための次世代観測・予測システムの整備、雪崩・吹雪等の予測の高度化のための降雪観測機器等の整備を行う
とともに、実物大の構造物に実際の地震と同様の揺れを加える実験を行う「実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）」について、整備を実施する。(補助率：定額)

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 1,502 428 1,254

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

1,502 428 1,254.3 4,636.7 1,392

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) - - - - 1,392

1,502 417 1,249

-

平成13年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

1,311 -

補正予算（B) 417 1,260 1,316.3

3,325.7

3,325.7

令和5年度第1次補正予算

2023 文科 22 0313

文部科学省

政策 9　未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応

事業の目的
（5行程度以内）

防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発、それらに係る成果の普及及び活用の促進等の業務を総合的に行い、防災科学技術の水準の向上を図り、成果の防災対策
への反映を図ることにより、災害から人命を守り、災害の教訓を活かして発展を続ける災害に強い社会の実現を目指す。

地震・防災研究課
地震・防災研究課長
郷家　康徳

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

国立研究開発法人防災科学技術研究所法
（平成十一年十二月二十二日法律第百七十四号）
第十五条

関係する
計画、通知等

科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月 閣議決定）
防災基本計画
（昭和 38年 6月中央防災会議策定、令和3年5月修正）
国土強靱化基本計画（平成30年12月14日閣議決定）

事業名 国立研究開発法人防災科学技術研究所施設整備に必要な経費 担当部局庁 研究開発局 作成責任者

事業開始年度

施策 9-4 安全・安心の確保に関する課題への対応

政策体系・評価書URL

主要経費 科学技術振興費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20211220-mxt_kanseisk02-000019646_9-4.pdf

事業概要URL
https://www.bosai.go.jp/activity_special/

(項)令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) -

1,392

95%

執行率（％）
=(G)/(F)

100% 100% 100%

国立研究開発法人防災科学技術研究所施設整備費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
360%

主な増減理由（・要望額・予備費）

34%

令和6年度要求

　

　

(目) 国立研究開発法人防災科学技術研究所施設整備費補助金

1,392

激甚化する災害事象、並びにデジタル技術、コロナ禍など社会環境が変化する中、適切な業務運営の下で「研究開発の最大化」に向けて産学官の連携を図り、具体的な成果活用
に向けた取り組みを進展させたほか、国の防災政策の基本である防災基本計画にSIP4D が明記されるなど、社会実装の創出に大きく寄与したことについて高く評価されている。一
方で、地震・津波・火山観測網を適切に維持・運用し、必要なデータを提供するため、国の政策動向や最新の研究開発成果等を踏まえた観測体制の構築や、他の防災科学技術に
関係する研究開発法人などの研究機関等との連携を一層強化し、我が国全体の防災科学技術の最大化を図る努力を講じていくことが求められる。

令和6年度要求

-

-

-
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アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

防災科学技術研究所の中長期目標期間は令和４年度までとなっており、目標最終年度は令和４年度とした。このため、長期アウトカムが短期及び中期を包含する
ことから、長期アウトカムのみとした。

-2 2

成果実績

3

防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を実施する上で必要な施設整備は、「経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年６月18日閣議決定）」
に定める、防災・減災、国土強靭化に関する事項に基づき、切迫化する大規模地震災害、相次ぐ気象災害、火山災害、インフラ老朽化等の国家の危機に打ち勝
ち、国民の命と暮らしを守り、社会の重要な機能を維持するため、ハード・ソフト一体となった取組を強力に推進に係る事項としている。そのため、研究所の施設整
備を着実に実施するため目標値を活動指標に設定している。この施設整備の結果、防災科研の事業が実施または推進されるため、成果目標には独立行政法人
通則法に基づく主務大臣による業務実績の評価結果を設定した。

100

100％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

3

100

4 年度

独立行政法人通則法に基づく主務大臣
による業務実績の評価結果のうち、標
準評価以上の評価を受けた項目の割
合とする。

標準評価(B評価）以上の評価
を受けた項目の割合。

達成度

単位 令和2年度

100

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

防災科学技術に関する施設の整備を
着実に行う。

施設整備の実施件数
活動実績 件 2

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

- -

3

活動目標 活動指標

3

防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を実施する上で必要となる、地震観測網の維持・更新、火山観測網の整備、ゲリラ豪雨等の早期予測のた
めの次世代観測・予測システムの整備、降雪観測機器等の整備を行うとともに、「実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）」について、整備を実施する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

国立研究開発法人防災科学技術研究所の業務の実績に関する評価（文部科学大臣）

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

100

100

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ 100 100 100

目標値 ％ 100 100 100



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和5年度実施)

国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活
動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した
結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の
最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等
が認められる

点検結果

アクティビティ①について、大規模な地震観測網を継続的に維持するとともに、これらの観測網により
提供されるデータが、緊急地震速報をはじめ、政府だけでなく民間事業者にも有効に活用されている
など適切に整備が実施されている。

一者応札の点検、見直しの取組として、その要因を業者ヒアリングし、分析・検証を行うとともに、応札
業者数の増加に向けて、仕様内容の見直し・公告期間の更なる確保等の改善を図る。

国立研究開発法人防災科学技術研究所の中長期目標の評価軸

P１～３

この事業は、一者応札の改善に向けた対策を講じているものの、依然として一者応札となったものがあることから、説明会参加業者等への聴取や仕様の見直しな
どを行い原因分析を行った上で、その原因に応じた改善策を図り、契約の競争性・公平性・透明性の確保に努めるべきである。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

0277

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0249

-

-

令和2年度 文部科学省 0250

0273

令和4年度 2022 文科 21

アクティビティ①について、引き続き、地震・津波・火山観測網等を適切に維持・運用し、必要なデータを提供するため、最新の研究開発成果等を踏まえた観測体制等を整備することが期待される。

○国の機関等が開催する研修会等への参加を通じて、契約業務に関わる職員の更なる資質の向上を図るとともに、予定価格の積算における審査及び確認体制を整備する。
○引き続き、更なる有効な方策を検討するとともに適切な調達を図り、より合理的な事業実施に努める。

研究成果等についてはホームページ(http://www.bosai.go.jp/)を通じて公開している。
支出先上位10者リストについて、落札率は、同種の他の契約の予定価格を類推させる恐れがあるため非公表。

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 250

平成29年度 257

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 328

平成25年度 321

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

令和5年6月30日に策定・公表した「令和5年度国立研究開発法人防災科学技術研究所調達等合理化計画」に基づき、十分な公告期間の確保、入札説明会の実
施、仕様書の見直し等の取組を引き続き実施するとともに、契約の競争性、公平性、透明性を確保しつつ合理的な調達になるよう点検・見直しを行う。

事業内容の一部改善

執行等改善

304

平成30年度 255

平成23年度 63

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 316

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

https://www.mext.go.jp/content/20221214-mxt_jishin01-000026470_10.pdf
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　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

計 352 計 4

購入 基幹ネットワークの更新 352 役務 高感度地震観測装置の回収・設置 4

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 1,254 計 777

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

業務費 業務遂行に必要な施設の整備 1,254 役務 強震観測施設のデータ伝送機器等変更作業 777

【随意契約（不落）】等 【総合評価落札】等 【一般競争契約（最低価格）】等

【Ｂ】 【Ｃ】 【Ｄ】

地震観測データの
安定的供給のための

強震観測網の回線更新

基幹ネットワークの
更新・高速化

大田原高感度地震観測
施設の移設

民間企業
（5社）

民間企業
（3社）

民間企業
（2社）

818百万円 431百万円 5百万円

事業概要

強震観測網の回線更新を実施

事業概要

基幹ネットワークの更新・高速化を実

施

事業概要

大田原高感度地震観測施設の

移設を実施

文部科学省
1,254百万円

事業概要

国立研究開発法人防災科学技術研究所に対し、施設の整備に要する経費に必要な金額を交付

国立研究開発法人防災科学技術研究所
1,254百万円

事業概要

国立研究開発法人防災科学技術研究所の業務の遂行のために必要な施設の整備業務を実施

【Ａ】

補助金交付



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

- -

1 - -

2 応用地質株式会社 2010001034531
高感度地震観測施設地上装置
の撤去（大田原）

0.8
随意契約（少

額）
-

1 有限会社ウエルテック 4012402008913
高感度地震観測装置の回収・設
置（大田原他）

4
一般競争契約
（最低価格）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- - -12 ヤトロ電子株式会社 8050001016181
VPNクライアントの接続検証
用端末

0.8
随意契約（少

額）

-

11
エイチ・シー・ネットワークス株
式会社

4010001115346
研究交流棟のネットワーク調
査

0.6
随意契約（少

額）
- - -

- -

10
エイチ・シー・ネットワークス株
式会社

4010001115346
研究交流棟～守衛所の光
ケーブル整備工事

2
随意契約（少

額）
- -

1 - -

9
エイチ・シー・ネットワークス株
式会社

4010001115346
研究交流棟のネットワーク増強
工事

12
一般競争契約
（最低価格）

1

8
エイチ・シー・ネットワークス株
式会社

4010001115346
研究本館棟および第1地震調査
研究棟のネットワーク更改工事

26
一般競争契約
（最低価格）

-

7 株式会社日立製作所 7010001008844 無線アクセスポイント 0.7
随意契約（少

額）
- - -

- -

6 株式会社日立製作所 7010001008844
基幹ネットワークサービスの
サーバ更新

4
一般競争契約
（最低価格）

1 -

- - -

5 株式会社日立製作所 7010001008844
東京会議室の無線LAN環境
の増強

6
一般競争契約
（最低価格）

1

4 株式会社日立製作所 7010001008844 VPN装置のセキュリティ強化 6
随意契約（その

他）

-

3 株式会社日立製作所 7010001008844 セキュリティフィルタ装置 10
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

- -

2 株式会社日立製作所 7010001008844
つくば本所の無線LAN環境の
増強

10
一般競争契約
（最低価格）

1 -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社日立製作所 7010001008844 基幹ネットワークの更新 352
一般競争契約
（総合評価）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- -

1 - -

8 ＮＴＴファイナンス株式会社 8010401005011 強震観測網の通信回線 2
一般競争契約
（最低価格）

1

7 西日本電信電話株式会社 7120001077523 強震観測網の通信回線 4
一般競争契約
（最低価格）

-

6
三菱電機ソフトウエア株式会
社

9010401028746 強震データ中継局通信機器 0.5
随意契約（少

額）
- - -

- -

5
三菱電機ソフトウエア株式会
社

9010401028746 ネットワーク設計作業 0.7
随意契約（少

額）
- -

1 - -

4
三菱電機ソフトウエア株式会
社

9010401028746
強震データ中継局無停電電
源

1
随意契約（少

額）
-

3
三菱電機ソフトウエア株式会
社

9010401028746
地震観測施設の通信回線変更に伴うセン
ターシステム側正常性確認作業 10

一般競争契約
（最低価格）

-

2 東日本電信電話株式会社 8011101028104 強震観測網の通信回線 12
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 応用地質株式会社 2010001034531
強震観測施設のデータ伝送機器等
変更作業

777
随意契約（不

落・不調）
1 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立研究開発法人防災科学
技術研究所

3050005005210 国立研究開発法人防災科学技術研究所の業務の遂行
のために必要な施設の整備業務 1,254 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率


	行政事業レビューシート

